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はじめに 

 JUNBA（Japanese University Network in the Bay Area）は、日米の教育研究発展と産業

創出に寄与することを目的として、米国内に活動拠点を有する日本の大学が連携し、日本の大

学の国際化、グローバル人材の育成、産学連携等の諸活動を共に推進しています。 

 JUNBAでは、活動の一環として、日米双方の高等教育関係者が集うシンポジウム・サミッ

トを毎年サンフランシスコ近郊にて開催してきました。JUNBA創設 10周年を迎え、今回の

JUNBA2016は、2016年 9月 30日、日本学術振興会の共催、外務省、文部科学省及び日本

貿易振興機構サンフランシスコ事務所の御後援をいただき、東京都内の学士会館において開催

いたしました。義本博司文部科学省大臣官房審議官（高等教育局担当）、安西祐一郎日本学術

振興会理事長をはじめ、日米の大学、研究機関、民間企業等から 110名を超える方々にお越

しいただきました。ご来場いただきました皆様に、改めて御礼申し上げます。 

 JUNBA2016は「10年を振り返る」をテーマに、JUNBAの 10年を総括するとともに

JUNBAの活動を紹介し、日本の大学のグローバル活動に資することを目的として開催いたし

ました。義本文部科学省大臣官房審議官には、基調講演として「大学の国際化とグローバル

人材育成」についてお話いただきました。パネルセッションでは、米国拠点を持つ大学の

JUNBA理事がパネリストとして登壇し、学生研修や米国大学拠点設置の実情と課題につ

いて、会場の皆様と共に議論しました。米国拠点にいるからこそ分かる情報を日本国内で

共有する場として、大変有意義なシンポジウムとなりました。 

 本冊子は、JUNBA2016での成果を次なるステップへつなげるべく、シンポジウムの記録を

まとめたものです。今回得られた知見を最大限活用し、今後の日本の大学の変革と国際化に一

層貢献していく所存です。JUNBA の活動に関し、皆様の一層の御指導、御支援を賜りますよ

うお願い申し上げます。 

 

 

2016年 12月 

 

JUNBA会長 

大阪大学北米センター センター長 

樺澤 哲 
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開会挨拶 

 

JUNBA会長 松尾 正人（九州大学カリフォルニアオフィス代表） 

本日は 37大学をはじめ計 46組織、国内参加者約 100人に米国からの参加者 20数名を含め

125 名にご出席頂いた。JUNBA は 2006 年に活動をスタートし、2007 年からシンポジウム・

サミットを開催。今年で 10 年目の節目を迎える。10 あまりの大学がサンフランシスコベイエ

リアにオフィスを設置しており、月に 1 回情報交換の場を設け、それぞれユニークな活動を展

開している。 

日本での開催となった今回は、実務者を中心に学生研修や米国内大学拠点の設置などに関す

る実情と課題について、カリフォルニアから参加している 7名の JUNBA理事とともに議論し

ていきたい。私は JUNBA会長を 6年務めてきたが、今回のイベントを最後に交代する運びと

なった。これまでのご協力に感謝を申し上げ、ご挨拶とさせていただく。 

 

 

 

日本学術振興会（JSPS）理事長 安西 祐一郎 

JUNBA 創設 10 周年の記念すべき会合を東京で開催していただいたことに敬意を表したい。

JUNBA は、世界における日本の学術研究や研究交流、学生の研修交流等の模範となりつつあ

る。日本の学生が米国へ行かない傾向が見られる中、JSPS としても JUNBA の活動を応援し

ていきたい。とくに次世代を担う人材の育成は大事であり、日本の大学が協力して米国西海岸

に力を注いでいくことは、日本全体にとっても重要なことである。 

JSPSサンフランシスコ研究連絡センターも 2003年の設置以来、多くの方々の尽力によって

活動を続けてきた。今後も一致協力し、日本全体の国際化の促進、大学の国際化の推進に向け

た活動を通し、国際時代における日本の大きな姿を示していきたいと考えている。改めて、10

周年のシンポジウムにお祝いを申し上げたい。 
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基調講演  『大学の国際化とグローバル人材育成』 

文部科学省大臣官房審議官（高等教育局担当） 義本 博司 

 

 この 10年のめまぐるしい変化の中で、JUNBAは、国内の大学が海外で連携する 1つのモデ

ルとなる活動を着実に展開し、発展してきた。皆様の地道な努力に敬意を表したい。 

 

 文部科学省は、かつて大学同士のジョイント・ディグリーの枠組みがない中でのダブルディ

グリーのガイドライン作成、学位を取るための長期だけでなく短期を含めた交流のあり方など

に取り組んできたが、JUNBA はその時々の動きをキャッチしながら「教育の質を保証するた

めのガバナンス改革」や「国際的に通用性のある教育の質保証」など、学生の交流につながる

テーマでシンポジウム・サミットを開催してきた。ベイエリアがある意味「ショーケース」と

して、各大学がそれぞれライバル関係にある一方、共同して取り組みを進化させている。 

 

 大学の国際化の現状として、我が国における外国人留学生数は全体として増加傾向にあり、

中でも日本語教育機関の在籍者が顕著に増加している。国・地域別では中国、韓国が減少し、

ベトナムやネパールが大幅に増加している。2015年度の日本語教育機関を含めた外国人留学生

の数は 20万人を超え、うち大学・短大・高専は 15万人となっている。 

 

 今後、大学が学部生および院生の留学生をいかに増やしていくかが課題といえる。文科省で

は、今年 9 月に有識者による検討会を立ち上げた。大学において、日本語教育と英語教育を両

立させながら留学生を増やしていくことも考えていかなければならない。その教育の在り方や

体制づくりについて、議論を開始したところである。 

 

 日本人の海外留学の現状として、JUNBAの前身である連絡会が発足した 2004年の 8.3万人

をピークに日本人留学生数は減少傾向にあり、2013年は 5.5 万人となっている。留学先を国・

地域別にみると、米国が 2 万人弱で最も多いものの対前年比では減少している。一方、台湾や

韓国が増加している。 

 

 大学等が把握している日本人学生の米国での留学状況（2014年度）では、1カ月未満が 9,499

人、1 カ月以上 1 年未満が 8,753 人と増加傾向にあり、1 年以上は 458 人で横ばいに推移して

いる。つまり短期プログラムが大多数を占める状況といえる。例えば「スーパーグローバル大

学」などに採択された大学が海外留学を推進するプログラムを JUNBAの様々な活動と連携し

て取り組んでいるケースも見られる。日本での教育プログラムと連携させていくことも大事な

視点であり、単に短期プログラムを増やしていくだけでなく、大学自身の取り組みと連動する

ことを重視したいと考えている。 
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 米国における大学等の海外拠点数は 33 件（2013 年現在）、うち国立は 15 件、公立は 1 件、

私立は 17 件となっている。拠点の開設や維持について、大学同士の情報交換を進めていける

のは JUNBAならではである。今後、より盛んになっていくことが期待される。 

 

 毎年、様々な世界大学ランキングが発表されており、日本の大学の存在感がなかなか厳しい

状況にある。中でも国際化については低評価の傾向があり、教育・研究双方の総合的な競争力

の強化が不可欠となっている。 

 

 2012年の政権交代直後、教育再生実行会議が発足し、総理直属で経済の立て直しとともに教

育の再生について強力に検討を進め、グローバル人材育成、大学の国際化などを大きなテーマ

として掲げている。2013年に発表された「これからの大学教育等の在り方について（第三次提

言）」には、「国は、海外のトップクラスの大学の教育ユニット（研究プログラム、教員等）の

丸ごと誘致による日本の大学との学科・学部・大学院の共同設置や、ジョイント・ディグリー

の提供など現行制度を超えた取組が可能となるような制度面・財政面の環境整備を行う」と明

記されている。 

 

 また「意欲と能力のある全ての学生の留学実現に向け、日本人留学生を 12 万人に倍増し、

外国人留学生を 30 万人に増やす」ため、グローバル化に対応した教育環境づくりを進めてい

く。とくに英語教育の位置づけは、これから大きく変化していく。発表するための原稿を書き、

討論する能力を育てるコミュニケーション英語の必修科目を高校でも導入しようという動きも

ある。さらに、海外でのインターンシップの実施促進や単位認定の促進など、学生が海外で活

躍するための取組を支援する。 

 

 文部科学省では、平成 28 年度関係予算においてスーパーグローバル大学創成支援、大学の

世界展開力強化事業、大学等の海外留学支援制度、「トビタテ！留学 JAPAN日本代表プログラ

ム」などを推進している。また、G7諸国との大学間交流形成支援（新規）を平成 29年度の概

算要求に盛り込んだところである。ちなみに「トビタテ！」の成果報告会で最優秀賞を獲得し

たのは、米国のベイエリアにインターンシップとして参加した千葉大学の学生であった。 

 

 ベイエリアには、スタンフォードや UC バークレーといった超一流の大学から州立大学を含

めて多様な大学が所在し、様々な企業がシリコンバレーを形成しているエリアである。こうし

たプログラムを通して意欲ある学生を支援するためにも、色々な形で情報を共有・発信してい

くことが重要である。JUNBA のこれまでの成果を学生あるいは大学、さらに外部へ発信して

いくことが大きな資産になると考えている。 
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 JUNBAのこれからの 10年を展望すると、私学事業団を中心に米国の様々な機関と連携して

コンソーシアムを形成する動きもあるため、ベイエリアを舞台にして多様な情報共有が可能だ

と思う。また、大学の経営力をいかに高めるかという大きな課題もある。とくに経営システム

として、職員の研修についての人的ネットワークをいかに作っていくかが重要である。国は、

今年から大学のトップ経営層を対象とする研修の一環として、米国一流大学を訪れて意見交換

を行うといった事業を始めた。今後、JUNBA の取り組みと国内の動きを連動させることで、

活動をさらにステップアップさせることが可能だと思う。 

 

 とくに大学院生の交流やインターンシップの強化、アントレプレナーシップの教育が課題と

なっている。この 10年の歩みに敬意を表するととともに、JUNBAのプログラムが次の 10年

もさらに進化していくことを祈り、国としてもしっかり学びつつ支援していきたいと考えてい

る。 

 

【質疑応答】 

松尾：文科省は日本の大学を支援する一方で、それを受け入れる JUNBAには何の支援もない。

また、日本から職員を呼ぼうとしてもビザを取得できない。こうした点について、今後ご考慮

いただきたいと思っている。 

 

義本：支援の方法については、工夫する余地があると思っている。JSPS と相談しながら考え

ていきたい。ビザの問題は、プログラムの持続性の観点でも重要である。少し研究させていた

だきたい。 

 

乙木（住友化学）：JUNBAの取組は、企業にとっても非常によいプログラムである。こうした

取組にどれだけ企業を巻き込むかがキーになると思う。どのようにお考えか。 

 

義本：取り組むべき課題はまだ多い。インターンシップの問題、社会人の学び直しなどが言わ

れる中、より垣根を低くし交流していく余地はたくさんある。それを盛んにするプログラムな

どについて、国として予算を含めた支援策を考えるべきだと思う。ポイントは、それが企業に

とって価値あるものと思っていただけるかどうか。アカデミアの学問をベースにしながら、実

践的な社会が求める能力をどう高めていくかが大事であるため、長期のインターンシップや専

門職業大学など、大学の中でプログラムとして考える余地もある。大学と社会の関係性をいか

に深めていくかがこれからの課題になると思う。
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パネルセッション 1 『米国における学生研修の実情と課題』 

 

モデレーター 

 JUNBAエグゼクティブアドバイザー 米田 達郎 

 （カリフォルニア州立大学 教授／福岡工業大学 理事長補佐） 

 

パネリスト 

 松尾 正人（九州大学カリフォルニアオフィス 所長） 

 樺澤 哲（大阪大学北米センター センター長） 

 神山 知久（名古屋大学テクノロジー・パートナーシップ 所長） 

 千綿 文（福岡工業大学カリフォルニア事務所 所長） 

 堂本 マリア（桜美林学園アメリカ財団 エグゼクティブ・ディレクター） 

 服部 令（早稲田大学サンフランシスコオフィス 所長） 

 山崎 淳子（龍谷大学バークレーセンターRUBeC 代表） 

 

米田：まず、各大学が実施している語学研修プログラムへの参加学生の選抜について、特色を

伺っていきたい。 

 

松尾：九州大学には 4 つプログラムのうち、シリコンバレーイングリッシュプログラムでは、

45人募集する。GPA順に並べた後、エッセイの内容を見て数人ほど入れ替える。 

 

千綿：福岡工業大学では、語学研修を海外プログラムの最初のステップと位置づけ、学習意欲

およびチームワーク力を確認するグループ面談などを実施して選抜している。 

 

米田：ビザ手配については、どういう状況か。 

 

神山：名古屋大学ではビザを手配していない。深い意味はないと思う。 

 

樺澤：大阪大学では J1 ビザを取得している。現地大学の授業に実際に参画しながら英語のブ

ラッシュをする。 

 

米田：カリフォルニア州立大学では、各国からの留学生全体の 25％はビザなしで来ているのが

実情である。次に、引率の状況は大学によって違いがみられる。実情を伺っていきたい。 

 

樺澤：大阪大学の場合は引率者がいないため、現地職員によるケアが課題となっている。訪米
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前に最低 4 回の事前研修を行い、リスク回避のためのケーススタディなどを行う。担当教員に

よる面談も実施している。 

 

松尾：九州大学の農学部・工学部の独自プログラムには担当部署から 1～5人程度が引率する。

学部を問わないプログラムに引率はなく、学生のリーダーを決めて密に連絡をとるようにして

いる。昨年からは、台湾経由ではなく直行便で渡米するようになった。 

 

神山：3 週間のプログラムを行う名古屋大学では、今年から引率者をつけず、各自で空港に集

合して渡米する。ただし 1週間程度は名大の教員が視察し、学習状況を確認している。 

 

千綿：福岡工業大学では、全てのプログラムにおいて教職員 2 名体制で引率を行っている。学

長が委員長を務めるグローバル化推進委員会で任命された担当教職員が共同で引率にあたる。 

 

服部：早稲田大学では引率をつけていない。これまでリスクマネジメント上、大きな問題はな

かった。自分の力でやって欲しいと考えている。 

 

米田：カリフォルニア州立大学イーストベイ校への留学プログラムのうち、引率がついている

ケースは半分程度である。次に、学生に対する費用補助の状況を伺っていきたい。 

 

樺澤：大阪大学が 20％を何らかの形で補助している。1つは JASSO（最高 8万円）、あとは学

生のグローバル教育予算から支給されている。 

 

千綿：福岡工業大学の語学研修では 2 単位付与される。本学で実施する事前事後研修、渡米時

の学習状況など全てにおいて担当教職員の判断基準を満たした学生は語学学校の授業料約 8 万

円が免除される。 

 

米田：単位認定や単位付与はどのようにされているか。 

 

樺澤：2 単位を認定している。研修期間中の評定を現地受講先から取得し、英語による帰国後

の最終プレゼンと合わせて単位認定する。 

 

服部：早稲田大学では、多くが留学センターを通じ、協定校からの修了証交付を経て単位認定

する。 

 

米田：では、語学研修に関して、会場から質問・コメントをどうぞ。 
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中谷（鹿児島大学）：語学研修の単位認定について、本学では、学問の手段に過ぎない語学に 2

単位付与するのはどうかと教員の反対が強い。各大学では、どのように対応されているか。 

 

神山：名古屋大学でも、同様の指摘を受けている。しかし語学だけでなく、米国で調べたい項

目を事前に調査させる。研修期間のうち英語を学ぶのは午前中、午後は自由研修として訪問・

見学を行い、最終成果を英語で発表する。英語だけのプログラムではない仕組みをつくってい

る。 

 

樺澤：「語学研修」と言うから誤解が生まれるのだと思う。ホームステイを通し、グローバルで

活躍するための研修と位置付けている。 

 

米田：各大学の研修正式名称を見ると「語学研修」というプログラムは 1 つもない。コンテン

ツベースで見ると、半分以上は語学のプログラムではないのが現状。これが JUNBAの築いて

きた成果の 1つといえる。 

 

梶山（福岡女子大学）：学内を納得させるのは学長の仕事。研修をやったほうがいいのは分かり

切っているのだから、学長がリーダーシップを発揮すべきであろう。 

 

米田：それでは、各大学が実施しているプログラムの概略をご説明いただきたい。 

 

樺澤：大阪大学「理工系大学院生のための海外研究発表研修コース」では、学生が既に持って

いる研究テーマについて、国際会議で英語によって研究成果を発表することを想定している。

PPTの作り方、発表や質疑応答などのコーチングを行っている。 

 

堂本：学生のゴールは英語力をつけることにあるようだが、教育者としてのゴールは、英語は

グローバルな人間になる為の単なる道具にすぎないことを認識させることにある。従って 1 学

期間及び、短期のプログラムには必ず ESL以外の要素を付加し、ブランド化することに力を注

いでいる。ビジネスマネジメント学群のグローバルアウトリーチプログラムには、ESLに加え、

ビジネス英語、15 時間のコミュニティーサービス、CNN、デルタ、コカ・コーラなど有名企

業の世界本社や日系企業への訪問、チームで行うキャップストーンプロジェクトで架空の企業

を設立しプレゼンテーションを行うなどの英語以外の要素が組み込まれている。エアラインホ

スピタリティプログラムには、ESL に加え、15 時間のコミュニティーサービス、フェニック

ス国際空港でのインターンシップが組み込まれている。スポーツビジネスプログラムには、プ

ロや、大学、及びコミュニティースポーツチームを訪問し、講義を受け、施設を見学する。ま
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た、カーレース、州と地方のスポーツ官庁、スポーツ卸し売り店、小売り店などの訪問も含ま

れている。このように、ESL以外の要素は ESL以上に重要だと考える。 

 

松尾：九州大学では、海外研修は英語学習だけが目的ではないことを強調。アントレプレナー

シップ教育も重視し、イノベーションを起こせる人材とグローバルに活躍できる人材の育成を

狙いとして、Zero to One Project（デザイン思考のワークショップ）なども実施している。 

 

神山：名古屋大学では、リーディング大学院として採択された 6つのうちの 2つのプログラム

をノースカロライナで実施している。米国での研究生活を体験するプログラムとなっている。 

 

千綿：福岡工業大学では、トップ学生向けにグローバルリーダー育成のためのプログラムを実

施。学長をはじめ教職員が学生とともに寮へ宿泊して引率、積極的に関与する。 

 

山崎：龍谷大学では、「Berkeley Intercultural English Program」を運営している。1、2年次

を対象に、やる気を重視し英語力での足切りは行っていない。授業はアクティブラーニングに

フォーカスし、米国の歴史や文化、宗教、ダイバーシティなどを学ぶ。そして学んだ英語、知

識をボランティアの現場で使うプログラムを組んでいる。課題として、本学のプログラムが米

国のアカデミックカレンダーとずれているため、講師の採用が難しい。学生にいかに日本語断

ちをさせるかが関心事である。また宿舎の確保が悩ましい。 

 

服部：早稲田大学は「City of Hope研究所ラボ実験体験（45日間）」を行っている。学部生を

3人送り込み、おもに実験を経験する。少数精鋭で手厚く指導している。 

 

米田：日本学生支援機構の調査によると、米国への留学生数は年間約 1 万 9,000 人、うち約 1

割にあたる 1,950人をこの 7大学から送っている。続いて、英語での研究発表の取り組みにつ

いて、もう少し詳しく伺いたい。 

 

樺澤：リーディング、リスニング、ライティング、スピーキングの 4 技能をディスカッション

を通してスキルアップさせる。大阪大学内のイングリッシュカフェでは、全体の 1 割を占める

留学生たちと交流し、色々なテーマでワークショップなどを行っている。昨年からは、夏期 2

カ月間、カリフォルニア大学の教員 2 名を招き、研究指導をはじめ学生の留学へのマインドセ

ットを刺激してもらっている。 

 

米田：桜美林大学では、研修前後で TOEIC IPの受験を義務付けている。また危機管理会社の

セミナーを実施しているそうだが、詳細を伺いたい。 
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堂本：北米で ESLプログラムで勉強する学生たちは、事前と事後に英語の学力評価を行う。ビ

ジネスマネジメント学群就職活動に重要なことから、事前と事後に TOEIC テストを受け学力

の伸びを計る。学生たちの渡航前に、日本アイラック社が 2時間をかけ、盗難対策、安全確保、

特に昨今は自然災害に対して、海外で起こりうる危機管理について説明する。幅広い地域に留

学している 400 人程度の学生達が留学先から旅行をする場合は、「旅行届け」を提出させ、学

生がどこにいても連絡が取れるよう管理している。危険や、身の安全に不安を感じた際、アシ

スタントディレクターが、個々にカウンセリングを行う。 

 

米田：では、現地の学生との交流について九州大学に伺いたい。 

 

松尾：毎年、米国の学生と交流したいという強い希望が学生から寄せられるため、日本語や日

本の文化を勉強している米国の学生と共通のプロジェクトを行なっている。我々は色々なプロ

グラムを通して学生の教育に尽力しているが、今後の課題として、拠点を長期的に維持するた

めに、受け入れ側の現地に予算を投入していただく必要があると強く思う。 

 

米田：名古屋大学のプログラムでは、研究現場でシャドーイングを実施されている。そこで直

面している問題について、ご説明いただきたい。 

 

神山：渡米前、分野の近い先生とアポイントをとり、自分の研究をプレゼンし、現地の学生生

活を体験する。問題として、日本の大学院生が渡米できる 6 月の 2～3 週間は、米国のキャン

パスが閑散としている。日本のアカデミックカレンダーが米国と合わないため、それをどう調

整するかが難しい。 

 

米田：福岡工業大学における学長の関与や学生選抜プロセスについて、ご紹介いただきたい。 

 

千綿：「日米協同リーダーシップ育成型教育プログラム」は、リーダーを目指すトップの学生を

対象としている。学長アワーでは、引率する学長が 1 個人として学生目線で語らう。学生選抜

に関しては、GPAや英語力だけで選抜するのではなく意欲を含めて多面的に評価するターゲッ

ト・マーケティングを実施。1 年間、ターゲットを絞って分析、仮説検証を行い、PDCA を高

速に回しながら常に改善している。かなりの労力と熱意が必要なため、どのようにパッケージ

化するか、他の教員をどのように巻き込んでいくかが課題。 

 

米田：プログラムアレンジ、モチベーションの維持について、龍谷大学の取組例をご紹介いた

だきたい。 
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山崎：留学を希望する学生は、必ず「米国人の友人を作りたい」と言う。そこで UC バークレ

ーの学生が期間を通して交流するバディシステムを作っている。週に 2 回は会うことと決める

ことで、現地学生の自宅に招かれたり、プレゼンの発表会を行ったりするなど良好に進展して

いる。4 カ月間、留学生のモチベーションを維持するためには、学生に合わせたアクティビテ

ィを入れ、現地の人々と交流できるように努力している。 

 

米田：早稲田大学での学習計画書の活用について、詳しく伺いたい。 

 

服部：学習計画書、パーソナルステートメントを英語で記入し、相手校の日本人教員に提出さ

せる。学習計画書をもとにメンターとなる米国人研究者と面談し、学生を引き受けてもらうシ

ステムとなっている。属人ベースの手間暇かけたプログラムであるため、将来的には継続性が

課題。余裕のあるうちに対策を講じておく必要があると思っている。 

 

米田：それでは、会場から質問やコメントをどうぞ。 

 

仙石（事業創造大学院大学）：九州大学に伺いたい。起業家精神とデザイン思考を、どのように

合わせているのか。 

松尾：具体的なテーマは、グローバリゼーションとイノベーションである。アントレプレナー

シップは、積極的に新しいことを始めることと広義に捉えている。まだ発展途上であり、今後

はディベートも入れていきたいと考えている。 

 

乙木（住友化学）：協力する企業側のモチベーションについては、どのようにお考えか。 

 

神山：学生の研究分野への関心に加え、日頃のお付き合いもあるかもしれない。現地の企業は

フレンドリーに受け入れてくれ、感謝している。 

 

乙木：米国の企業にはオープンな文化があるのだと思う。日本の企業はどうか。 

 

松尾：日本に関与したい米国企業もある。日本の企業は協力的であるが、せっかく米国に来た

ので、なるべく現地企業を選んでいる。 

 

堂本：日本企業は、よりグローバルになっている。そのような日本企業の状況や、日米のマー

ケット、文化の違いを知るべきだと思う。多様な価値観や見方を知るために、日本の企業にも

連れて行っている。 
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米田：カリフォルニアへ来ると、国を問わずに皆シリコンバレー、とくにグーグル、ヤフー、

アップルへ行きたがるが、そうではない発想も必要と感じている。 

 

宮尾（南カリフォルニア大学）：米国の教育との違いとして、日本ではディベートの訓練がない

点が挙げられる。どのようにお考えか。 

 

樺澤：ディベートはロジカルシンキングに役立つため、折々に導入している。英語での遠隔講

義でクリティカルシンキングなども組み合わせている。 

 

米田：今後も幅広く情報交換していきたい。 
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パネルセッション２ 『米国内大学拠点の設置に関する実情と課題』 

 

モデレーター 

 JUNBA理事 神山 知久（名古屋大学テクノロジー・パートナーシップ 所長） 

 

パネリスト 

 松尾 正人（九州大学カリフォルニアオフィス 所長） 

 樺澤 哲（大阪大学北米センター センター長） 

 千綿 文（福岡工業大学カリフォルニア事務所 所長） 

 堂本 マリア（桜美林学園アメリカ財団 エグゼクティブ・ディレクター） 

 服部 令（早稲田大学サンフランシスコオフィス 所長） 

 山崎 淳子（龍谷大学バークレーセンターRUBeC 代表） 

 米田 達郎（カリフォルニア州立大学 教授／福岡工業大学 理事長補佐） 

 

神山：まず、なぜ海外に事務所を設置しているのか。その理由を各大学に伺いたい。 

 

樺澤：大阪大学は世界で 4 拠点を設置しているが、ほとんどが現地と本学との関わりから始ま

っている。北米センター（サンフランシスコ）は、2004年前後の国立大学法人化の流れの中で、

産学連携を重視してベイエリアにおいて開設された。 

 

堂本：米国と中国は、本学創立者にとって重要な国であり、長きにわたって交流を続けている。

ベイエリアには、関係の深いスタンフォード大学が近く、他の提携校も所在している。現地法

人で、現地からの理事を中心に運営することで、米国内の強いネットワークを構築できる。米

国の大学における新しい情報を得やすい。現地の大学と本学の間に中立に立つことができるた

め、プログラムを客観的に展開できる。時差や距離、利便性、環境を考慮し、サンマテオを立

地とした。本学と交流があるスタンフォード大学にも近く、研究交流にとっても立地が良い。 

 

松尾：九大出身の卒業生が米国でゼロから起業して成功し、米国で使ってほしいと 10 万ドル

寄付してくれたところから始まった。シリコンバレーに縁があり、イノベーションの起きたこ

のエリアに設置することとした。 

 

千綿：福岡工業大学は、大学の国際化推進の第一歩として教職員の意識改革が必要という一定

の理解があり、意識改革の拠点として事務所を開設した。 

 

山崎：本学の浄土真宗センターは、シリコンバレーから少し離れたバークレーにある。協定校
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の米国仏教大学院（バークレー）とは 20 年以上の研究交流があった。また、理工学部と UC

バークレーにも研究交流があった。 

 

服部：早稲田大学は 1999 年からオレゴン州ポートランドにオフィスがあったが、業務拡大に

伴い、コミュニティがあり有数の研究大学があるサンフランシスコへ 2012年に移転した。 

 

神山：名古屋大学は、ドイツやアジアに多くのオフィス、キャンパスがあるが、やはり米国は

外せない国であり、ノースカロライナの各大学と以前から交流があったことから拠点を設置し

た。それでは、シリコンバレー、ベイエリアの特色を伺っていきたい。 

 

米田：ベイエリアは、博士課程以上の教育を受けた人の割合が全米 1 位。平均年収も高いエリ

アである。スタンフォード大学、UC バークレー、サンノゼ州立大学などが立地し、産学連携

が進みやすいリベラルな地域である。 

 

松尾：やはりオープンな場所である。世界トップの技術屋とビジネスマンが来て、何かしよう

という人ばかり。長く住んでいるが、毎日エキサイティングな話を聞ける。今は、とくに自動

運転などのソフト分野が日々進展していることに関心を持っている。 

 

樺澤：大学の拠点設置、学生の利便性を考えると、シリコンバレーは車がなければ移動できな

いため、総合的に考える必要があると思う。サンフランシスコでは、年収 15 万を切る人はど

んどん外へ出て、それを上回る独身者や子どものいない若い夫婦が増えている、という統計デ

ータもある。サンフランシスコならば車は必須ではない。そのためサンフランシスコに住み、

シリコンバレーへ通勤する人も多い。 

 

神山：バイオテクノロジーであれば、全米有数のクラスターを形成するノースカロライナを勧

めたい。生活費も安く、自然も豊かである。 

 

服部：早稲田大学は、2008年にニューヨークを本拠地とするWASEDA USAを設立し、2012

年にオレゴン州にあったオフィスを解散した。同時にWASEDA USAのブランチとしてサンフ

ランシスコオフィスを設置、ニューヨークとの 2 極体制になった。現在は、サンフランシスコ

（2名体制）をベースとし、ニューヨークはバーチャルオフィスにしている。 

 

神山：業務に合わせて適切な場所を選んで設置されていることがわかった。では次に、学生の

研修業務以外に、どのようなことをしているのかを伺っていきたい。 
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千綿：福岡工業大学では、教職員 5～6名で構成された 2～3のチームをベイエリアに限定せず、

米国の大学へ毎年派遣しており、その活動の拠点として機能している。本学の専任教員 80 名

のうち 15 名程度（年間）が米国の大学を訪問。また国際化を加速するため、米国の大学卒業

生を本学職員として採用する活動の拠点にもなっている。 

 

山崎：龍谷大学では主にプログラム運営、合わせて現地滞在の学生と教職員サポートに重点を

置いている。毎年 2、3 月にシンポジウム、レクチャーを開催。昨年は UC バークレーと共催

した。龍谷アパートという教職員が滞在できるマンションが 2 室あり、龍谷ライブラリー、龍

谷リサーチオフィスなどの専有施設の管理業務も行っている。 

 

服部：早稲田大学同窓会の活動サポートとして、北米に 13 の同窓組織（稲門会）がある。留

学生のためのキャリアセミナー、企業訪問といった協力者のアレンジも行っている。年 1 回の

稲門会総会への参加や寄付を募る活動なども行う。 

 

樺澤：大阪大学は、遠隔講義をリアルタイムでサンフランシスコから日本の講義室へ配信して

いる。米国の学生リクルーティング活動、在米同窓生とのコミュニケーション、同窓生の掘り

起こしなども行っている。 

 

堂本：桜美林大学では、カウンセリング業務が多い。北米在住の同窓生は LA を中心に全米で

250名程度おり、ネットワーク作りの為、ニューズレターの発行などを行っている。 

 

松尾：九州大学でも 10 年前から遠隔授業を実施している。日本人にはお金を儲けることは悪

いことだという意識が強い中、遠隔授業を通して米国からビジネスマン、起業家、ベンチャー

キャピタルなどによる講義を発信している。また、工学部の若手教員を対象に、英語で教える

ための英語研修も行っている。 

 

神山：名古屋大学では、技術移転、ライセンシング活動を主に行っている。この 6年で 6件の

ライセンスアウトを行った。次に、事務所の組織と運営について、各大学の特色を伺っていき

たい。 

 

服部：早稲田大学は、ニューヨーク州の NPO 法人、IRS 501（c）3 ステイタスを取得してい

る。例えば、寄付の所得控除が適用される。 

 

松尾：九州大学も同様である。NPOにしなければ、日本からの寄付が課税対象となってしまう。

米国は寄付に対する所得控除の仕組みが発達している。 
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堂本：桜美林も IRS 501（c）3ステイタスを取得している。 

 

神山：名古屋大学は、ノースカロライナ州の法律に基づいて NPO を設置。州法によって違い

がある。 

 

千綿：福岡工業大学では、理事（現在）が当時出資していた米国現地法人に業務委託する形で

スタートした。 

 

山崎：龍谷大学は、米国仏教大学院と Buddhist Churches of Americaの二つの米国 NPO法人

に業務委託している。人事、経理、総務関連で各種税金ペイロール、不動産の管理、セキュリ

ティガード、医療、雇用保険関連、プログラム運営関連が主な委託内容となる。 

 

樺澤：大阪大学は、各大学の状況を参考にしながら議論しているところ。弁護士に相談した結

果であっても、改めて手続きしなければならないことがある。 

 

神山：設置に要したコストにも、大学によって開きがある。 

 

松尾：九州大学は弁護士に恵まれたようだ。 

 

米田：傾向として、中国、韓国、台湾、米国エリアに拠点を置く大半は NPO 法人。または業

務委託というよりは、丸ごと買っているケースが見受けられる。 

 

神山：米国へ派遣する職員のキャリアパスはどういう状況か。 

 

松尾：九州大学は、今いる職員で 9 人目。日本へ帰国後、2 人が総長秘書に選ばれているので

注目を集めている。 

 

千綿：福岡工業大学では、私自身が所長職として学んでいる状況である。必ずしも国際部門に

は限らず、英語力の必須基準もない。SDの一環として任務に就いている。 

 

神山：現地事務所の管理について、現地オフィスから大学へのレポート状況を伺いたい。 

 

樺澤：大阪大学ではグローバル連携担当理事へのレポートを、国際部を通じて月 1 回、日頃の

海外拠点の運営に関しては、支援係に毎週レポートを出して情報共有している。それをしなけ
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れば動きが伝わらない。 

 

堂本：桜美林大学は、各理事や国際センター課長と Skypeなどで毎週連絡をとっている。 

 

松尾：九州大学では、国際担当の理事を通して総長に報告が行っている。月 1 回、活動報告を

国際部へ提出している。 

 

千綿：福岡工業大学は、総務部から期限付きで所長に任命される。業務報告については、同じ

オフィスに理事がいる。それ以外にも、理事や国際部門の部課長に対して電話や Skypeで報告

している。 

 

山崎：龍谷大学は、グローバル教育推進センターへの随時レポートとともに、現地の業務委託

先である米国仏教大学院に月 1回レポートする。頻繁に連絡をとっている。 

 

服部：早稲田大学は、国際担当理事へ毎週報告している。 

 

神山：名古屋大学では、産学連携担当の副総長が現地事務所の理事のため、頻繁に連絡してい

る。それ以外にも、社会連携課へレポートしている。各大学において、大学本部とのコミュニ

ケーションで困っていることがあれば伺いたい。 

 

樺澤：オペレーションのスピード感と時差が異なるため、できるだけ細かく状況報告しておく

必要がある。 

 

松尾：九大の事務職員が毎年 1 名交代で来る。それによって、本学の事務グループが親身に対

応してくれる効果があると思う。 

 

神山：それでは、会場から質問をどうぞ。 

 

中山（上智大学）：現地で予算を執行する権限、上限などはどのように決まっているのか。 

 

松尾：九州大学は、銀行口座が 2 つあり、1 つは日本からの送金を扱い、支出が明確なもの、

もう 1つは寄付用口座となっている。寄付用口座の権限は私にある。 

 

服部：早稲田大学は、年に 1回運営資金が付与され、上限 3,000ドルまで私の権限で執行可能。 
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神山：名古屋大学では年 4回入金があり、月 1回レポートする。所長の執行権限は 2,000ドル

までという内部ルールを作っている。 

 

樺澤：大阪大学は、日本にいる事務職員が出納業務を担当している。 

 

堂本：理事に年間予算の承認を得て、年 2回に分けて入金される。 

 

神山：最後に、運営上の課題について議論したい。 

 

樺澤：残業や出張などの本部人事規定がカリフォルニア州法に準拠していないケースがあるた

め、確認する必要がある。 

 

服部：職員規模が小さい一方、やるべき業務は多い。それを補うために 1 人雇おうとすると、

就業規則や福利厚生などを整備しなければならず効率が悪い。税金還付の申告も同様で、小規

模のオフィスでもコストがかさんでしまう。 

 

山崎：例えばカリフォルニア州ではパートタイマーは勤務 30 時間ごとに 1 時間のシックリー

ブが義務付けられている。現地法が複雑で制度改正が多く頭を悩ませている。近郊の物価上昇

率が近年継続して高いため、ケイパビリティの高い人材を雇用するには、日本の給与水準では

難しいと感じている。 

 

神山：今後、現地事務所を設置される際は、ご相談いただければ喜んでノウハウをご提供した

い。それ以外の質問なども、お気軽にご相談いただきたい。 
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全体総括 

 

モデレーター 

 JUNBA理事 神山 知久（名古屋大学テクノロジー・パートナーシップ 所長） 

 JUNBAエグゼクティブアドバイザー 米田 達郎 

 （カリフォルニア州立大学 教授／福岡工業大学 理事長補佐） 

 

JUNBA理事 

 松尾 正人（九州大学カリフォルニアオフィス 所長） 

 樺澤 哲（大阪大学北米センター センター長） 

 千綿 文（福岡工業大学カリフォルニア事務所 所長） 

 堂本 マリア（桜美林学園アメリカ財団 エグゼクティブ・ディレクター） 

 服部 令（早稲田大学サンフランシスコオフィス 所長） 

 山崎 淳子（龍谷大学バークレーセンターRUBeC 代表） 

  

 

神山：総括として、7 名の JUNBA 理事より 1 人ずつコメントをさせていただきたい。大学の

財政が厳しい中、多くの予算が投入されていることに感謝している。今後も、日本の大学に貢

献できるよう尽力していきたい。 

 

樺澤：人的ネットワークを拡充し、メンテナンスしていく上で拠点の効果は大きい。大学のプ

レゼンスも向上し、人材育成にも貢献できる。引き続き、少しでも役に立てるよう頑張ってい

きたい。 

 

堂本：本学は全米にネットワークを展開している。今日の話を聞き、さらに学生のため、教員

のために頑張っていきたい。 

 

松尾：色々な話を聞き、本学に取り入れたいと思う内容もいくつかあった。この 10 年間続け

てこられたのは、やはり学生の反応である。学生が喜び、変わっていく姿を目の前で見られる

のは我々にとって最大のギフトである。今後も力の続く限り、この仕事に関わっていきたいと

考えている。継続することの大切さを考えさせられた一日であった。 

 

千綿：米国に拠点を設置している効果として、専任職員 80名のうち 50名が 2カ月の米国研修

を受けることができた。また米国人職員や、現地の日系人コミュニティとのパイプを確保でき

た。米国の提携大学と対面でコミュニケーションを図る関係も構築できている。そして JUNBA
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に加盟していることで、国公私立の枠を超え、共通の課題に向けて話し合う場が得られている。 

 

山崎：龍谷大学は昨年から JUNBAに参加し、多くの知見を共有することができた。こうした

ネットワークがベイエリアにあることは素晴らしいと思う。日本の大学のグローバル化におい

て、お役に立てることがあればご連絡いただきたい。 

 

服部：ベイエリアにオフィスを移転した要因として、JUNBA という組織があったことが大き

い。横のつながりが縦にもつながり、やはり移転してよかったと思っている。今後、一丸とな

って日本の大学のプレゼンスを高めていきたい。 

 

米田：教育再生実行会議、国立大学改革プラン、日本再興戦略を踏まえると「日本の大学のグ

ローバル化」は 2 つの文脈に分けて読み解くことができる。1 つは、大学の徹底した国際化を

推進すること、もう 1 つは、留学生の双方向の交流を促進することである。最近、JUNBA と

しても留学生の募集活動に取り組んでいるが、中国、韓国、サウジアラビア、インドなどは、

政府を含む護送船団方式で米国において活動を展開している状況である。一方、日本のみが一

大学ごとに米国大学を訪れているのが現状といえる。今後、日本の大学がいい意味での「護送

船団」で交渉の場に立つことに、JUNBAとしても貢献していきたいと考えている。 
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閉会挨拶 

 

JUNBA副会長 樺澤 哲（大阪大学北米センター センター長） 

私は、明日 10 日 1 日付で JUNBA 会長に就任させていただく。松尾会長のこれまでのご尽

力に改めて感謝申し上げたい。JUNBAは次の 10年に向け、護送船団の先導役として、オール

ジャパンの強化と更なる発展に少しでも貢献したいと考えている。その必須要件として、情報

の透明性、情報共有が重要である。 

近年、世界の大学ランキングにおいて日本は下降傾向にあったが、JSPS ロンドンの分析に

よると、今年度は回復を見せている。これまでシンガポールや中国の後塵に拝していた「国際

性」が改善しているためと思われる。昨今、大学ランキングが大学経営に与える影響は無視で

きない。今後も、各大学が切磋琢磨しながらも JUNBAという枠組みで貢献していきたいと考

えている。引き続き、ご指導・ご鞭撻をお願いしたい。 
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JUNBA 2016
in JAPAN
10年を振り返る

サンフランシスコ・ベイエリア大学間連携ネットワーク
(Japanese University Network in the Bay Area: JUNBA)
独立行政法人日本学術振興会

日時

共催

後援
外 務 省
文部科学省
独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO）サンフランシスコ事務所

2016年9月30日（金）
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9:30 - 10:00 受付

10:00 - 10:20 開会挨拶
JUNBA会長 松尾正人（九州大学カリフォルニアオフィス代表）

独立行政法人日本学術振興会理事長 安西祐一郎

10:20 - 11:20 基調講演
「大学の国際化とグローバル人材育成」
文部科学省大臣官房審議官（高等教育局担当）
義本 博司 氏

11:20 - 13:00 休憩

13:00 - 14:30 パネルセッション１
「米国における学生研修の実情と課題」
進行：JUNBAエグゼクティブアドバイザー 米田達郎

（カリフォルニア州立大学教授/福岡工業大学理事長補佐）

14:30 - 15:00 休憩

15:00 - 16:30 パネルセッション２
「米国内大学拠点の設置に関する実情と課題」
進行：JUNBA理事 神山知久

（名古屋大学テクノロジー・パートナーシップ所長）

16:30 - 17:00 休憩

17:00 - 17:20 全体総括
JUNBA理事 神山知久
JUNBAエグゼクティブアドバイザー 米田達郎

閉会挨拶
JUNBA副会長 樺澤哲（大阪大学北米センターセンター長）

17:30 - 19:30 懇親会 （会費 2,000円）

プログラム

司会：JUNBA常務理事兼事務局長 田宮徹■
（日本学術振興会サンフランシスコ研究連絡センター長）-

シンポジウム：学士会館 202号室
懇 親 会：学士会館 201号室
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義本 博司 氏

文部科学省大臣官房審議官（高等教育局担当）

1984.4 文部省入省

1991.8 福岡県教育委員会義務教育課長

1995.2 在フランス日本大使館一等書記官

2000.7 文部大臣秘書官（事務取扱）

2003.1 初等中等教育局幼児教育課長

2006.7 厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長

2008.7 高等教育局大学振興課長

2009.7 高等教育局高等教育企画課長

2012.8 大臣官房会計課長

2013.7 大臣官房審議官（初等中等教育局担当）

2014.7 大臣官房審議官（高等教育局担当） 【現職】

（主な経歴）

基調講演者紹介
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基調講演資料
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開催年 テーマ 主な米側参加者（講演者等）（当時） 主な日本側参加者（当時）

2015
(第9回)

教育の質を保証するための
ガバナンス改革：公立大学
世界トップレベルのカリフォル
ニア大学（UC）に聞く

Aimee Dorr, Provost and Executive Vice
President, University of California Office of the
President

C. Judson King, Director, Center for Studies in
Higher Education, University of California,
Berkeley

渡邉在サンフランシスコ総領事
太田和文部科学省国際戦略分析官

2014
(第8回)

国際的に通用性のある
教育の質保証

Leroy M. Morishita, President, California State
University, East Bay

Leslie E. Wong, President, San Francisco State
University

渡邉在サンフランシスコ総領事
岡田日本貿易振興機構

サンフランシスコ所長
布村文部科学省高等教育局長

2013
(第7回)

国際交流を土台とした
教育の国際化

James D. Plummer, Dean, School of Engineering,
Stanford University

Russell A. Berman, Professor of Comparative
Literature and German Studies, Stanford
University

猪俣在サンフランシスコ総領事
板東文部科学省高等教育局長
安西日本学術振興会理事長

2012
(第6回)

国際化に向けた大学経営

Judy Sakaki, Vice President, Student Affairs,
University of California Office of the President

Bruce Darling, Vice President, Laboratory
Management, University of California Office of
the President

猪俣在サンフランシスコ総領事
常盤文部科学省大臣官房審議官
（高等教育局担当）

安西日本学術振興会理事長

2011
(第5回)

外から見た日本の大学の
国際化 ―日本の大学は
国際化されたのか―

Mohammad H. Qayoumi, President, California
State University, East Bay

Don W. Kassing, President, San Jose State
University

William B. Eisenhardt, President, Cal Maritime

猪俣在サンフランシスコ総領事
小松文部科学省大臣官房審議官
（高等教育局担当）

小野日本学術振興会理事長

2010
(第4回)

サミット：大学国際化の
次なる展開
シンポジウム＆テクノロジー
フェア：革新的医療技術

Todd Brinto, Fellowship Director, Co Director of
the Graduate Course in Biodesign Innovation,
Stanford University

長嶺在サンフランシスコ総領事
梶山日本学生支援機構理事長
義本文部科学省高等教育局

高等教育企画課長
小野日本学術振興会理事長

2009
(第3回)

Next Step 
to a Greener Earth

Barry M. Klein, Vice Chancellor for Research and
Professor of Physics, Office of the Vice
Chancellor for Research, University of
California, Davis

Steven W. Relyea, Vice Chancellor Business
Affairs, University of California, San Diego

Christopher Somerville, Director, Energy
BioScience Institute, University of California,
Berkeley

長嶺在サンフランシスコ総領事
田口文部科学省研究振興局

研究環境・産業連携課長
小野日本学術振興会理事長

2008
(第2回)

2025年の知財を見つめて

William Tucker, Executive Director, Office of
Technology Transfer, University of California
Office of the President

西義雄, Professor, Department of Engineering,
Stanford University

長嶺在サンフランシスコ総領事
田口文部科学省研究振興局

研究環境・産業連携課長
小野日本学術振興会理事長

2007
(第1回)

JUNBAアカデミアサミット
およびシンポジウム

Ronald G. Pearl, Professor and Chairman,
Department of Anesthesia, Stanford University
School of Medicine

西義雄, Professor, Department of Engineering,
Stanford University

H. S. Philip Wong, Professor of Electrical
Engineering, Stanford University

山中在サンフランシスコ総領事
村永日本貿易振興機構

サンフランシスコ所長
木曽日本学術振興会理事

※いずれの回もサンフランシスコ近郊にて開催。

JUNBA シンポジウム・サミット開催実績
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JUNBA Office c/o JSPS San Francisco Office
2001 Addison St., Suite 260, Berkeley, CA 94704

www.junba.org
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JUNBA入会のお誘い

JUNBAでは、メンバー同士のネットワーキング、情報交換の機会として総会やシンポジウ
ムを開催しています。ご興味のある方にはご案内を差し上げますので、JUNBA事務局まで
入会申込書をお送りください。
会員には、下記の3種類があります。会費は無料です。

1. 正会員

米国に拠点を持ち、本会の目的に賛同して入会し、その事業に積極的に参加し活動す
る大学、及び学術関連団体

2. 準会員

本会の目的に賛同して入会し、その事業に積極的に参加し活動する、法人、政府機関、
非営利団体、および米国に拠点を持たない日本の大学

3. 個人会員
本会の目的に賛同し、その事業に積極的に参加し活動する個人

会則やお申込みにあたっての注意事項、入会申込書の様式等につきましてはウェブサイ
トをご覧ください： http://www.junba.org/membership_j.html

Becoming a JUNBA Member

We invite universities and individuals who have a special interest in our activities to become
members of JUNBA.

There are 3 membership categories as follows:

1. Regular Member
Universities and academic organizations with branch offices in the United States

2. Corporate Member
• Corporations, governmental organizations and non‐profit organizations
• Japanese universities that do not have offices in the United States

3. Individual Member
Individuals who actively attend JUNBA activities

For information regarding the constitution, application guidelines, application forms, etc.,
please refer to our website at: http://www.junba.org/membership.html
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